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2 )明治維新と殖産興業政策の展開 えて，日本では現在， r工業化」や「産業革命」
a) 地主制研究の動向 という研究課題について活発な研究が行なわれ
b) 幕藩領主制の解体と明治新政権の性格 ているとは言難いように思われる。ただ中国に
3 )日本における産業革命の展開=日本資本主義の 即してみれば， r農業発展に対する」工業化と
確立過程 いう現実的な必要性も存在することも確かであ
1 )はじめに



















































































なった(具体的には， Scotland 地方の Glasgow ，
Englad に属 する Newcastl ，Manchestr ， 






















年代 ( 7 月王制成立) -60 年代
ロ) ドイツでは， 1834 年(関税同盟成立)
-71 年(帝国統一)
ハ)アメリカでは， 1820 年代-60 年代(南
北戦争)





























































































かくて，戦前193 年から 1936 年頃までのあい
だに，周知の『日本資本主義発達史講座・全 7





































































経済学辞典j 744~745頁) 0 
②“Dob-Swezy 論争"
イギリス・ケンブリッジ大学の M. Dob が
『資本主義発展の研究』を1946 年に著わしたが，
これに対し，アメリカの社会科学関係の雑誌























この「文庫版J (197 年刊) r解説」では，上
記の「日本資本主義論争」の中での本書成立事
情を語っている O すなわち， rこの書物は三つ
の編からできているが，各編のもとの論稿はい
ずれも，著者の参画した『日本資本主義発達史































































































とにあるO 中国は，南京条約(1 842 年8月29 日)
および虎門築追加条約(1 843 年10 月 8 日)など戦
争に負けた結果の「敗戦条約」に依り開港，そ
れに基づき下位の協定・章程などが結ぼれたが，































































































































































大系J 5 近代上東京大学出版会， 1965 年刊)
も参照)0
b) 幕藩領主制の解体と明治新政権の性格






















































布 ( 5年1 月)によって，完全に職を解かれた
諸藩家臣団の， r家禄有償償却」による解散( 9 










































会議(明治 8 0875J 年 6 月)以降のものとは，
根本的に事情をことにする(福島正夫『地租改正





反当 1石6斗の場合 (1 検査例」第二則=小作地)
地 租 4.08 斗 34%
小作人は(物納) 地主は貨幣で
村入費 1 . 36 1.08 石現物で地主へ(金納)
地主取米 5.4 34% ....・ H ・.2 対
小作取米 2.72 17% ...・ H ・.. 1 
種籾・肥料 2.40 15% 
決定されると，以後基準となり，この関係が固
定化されていき，土地が投資の対象ともなり，





















結策として，明治14 (1 81) 年，憲法制定を約
束せざるを得ないことになった。その前提とし









選挙権の 5 円は同じく 7 反を持つ者ということ
ここでは，①地租・村入費，地主取米までは， になり，このような土地所有者にのみ選挙権が
現物で小作人が地主に納め，地主はその中から 与えられることとなった。また欽定憲法ととも
地租等を貨幣で納める O そこで地主は価格関係 に皇室典範が制定された(前掲，小林賢斎編『資











スの十二カ国を回覧し，明治 6 (1873) 年 9 月




















かくて，出発前の1 月 4 日， r遣外国使祭」
が神祇省で行われた後，岩倉らは参朝して天
皇・皇后に謁見して勅語を下賜された。越えて









































































92 頁以下， 日本評論社， 1981 年干1]) 0 









































































条約 (184 年10 月に締結された清仏五港貿易章



































































ス・ガワ (ーE. H. Gower) やフランス人技師





















が進められたという。ケルネル (O.Ke 出ler) ， 


























出版会， 1965 年刊， 54 頁以下)0



















すでに，明治 9 (1 876) 年 5月には，和歌山
県で，さらに同年12 月には，茨城県真壁・那珂
両郡，伊勢地方で「地租改正反対」の暴動が発
生した O また翌日年の 2 月から 9 月には，旧鹿
児島藩士族層を中心とする最後の反政府士族反



























































(資本金 30 万円，うち 10 万円は政府出資)を
設立，同月 28 日から開業したのである O
この年の1 月 5 日，太政官は「工場払下概則」
を制定，内務省・工部省・大蔵省・開拓使に官
営工場の漸次民有化を命令したのである(明治
17 (184) 年10 月 3 日に廃止)。さらにこの方














































































































和恐慌の折，当時の三井本館前で，昭和 7 (1932) 
































































工廠で明治23 (1 890) 年シーメンス製鋼炉が建
造され……大阪の陸軍砲兵工廠では明治29



















































末，暑い明治12 (1 879) 年 8 月 8 日，ブラック
パーンで兄とともに，困層のローズ・ヒル工場
(精紡機 27 ，60 錘，力織機302 台)を営んで、いた




再訪し，宿舎も決めてもらい 9 月 1 日から，
工場での左手の怪我にもめげず，終日技術習得






明治13 (180) 年 5 月30 日の朝 9 時に，南フ
ランス・マルセイユ港から乗船した山辺丈夫は，



























ト社の技師のニ}ルド (W. Nield) にたより，
注文した紡績機械の据付を行ってゆくのである O
ミュール精紡機15 台 ( 1万50 錘)の据付完了









































































































明治27 (1 894) 年の歳入は9，80 万円，戦費
は2億円で，財政収入の 2倍を超えるものだが，




輸入 ( 2億10 万円)が起きている。これが日
清戦争後の企業勃興の基盤ではないのかと考え
られるO
日露戦争のときには，明治37 (1 904) 年の歳







その後，大正 3~ 8 (1914~19) 年の第 1 次
大戦で日本は大きく飛躍する。大正 3 (1 914) 
年の歳入は 7億30 万円，戦費は 8億80 万円
で歳入の 1倍少しで，この間に日本は飛躍する O
〔大正 8 (1 919) 年の歳入は18 億円〕。大正 2
(1 913) 年末の資本金払込額が19 億円であるの





日露の10 年，日露から第 1次大戦の10 年，その
後10 年経って満州事変を迎える O いまそれ以降
の時点として昭和15 (1940) 年をとると，この
年の財政収入は64 億円である O ところが仮に昭
和17 -20 (1942-45) 年をとると，戦費(臨時























イギリス 163 ，ドイツ 23 1，アメリカ 182) ， 日本
では繊維産業の比重が大きく，金属機械器具の
比重が小さいという関係は，例えば昭和 4
(192) 年にも依然として54.7% である O そし
てこれが第 2 次大戦を通じて機械・器具が最も
大きく拡大し，昭和17 (1942) 年には，繊維(紡
織他)と金属機械器具との関係が逆転する(繊
維54.7% から8.7% へ，金属機器15.4%-54.2%
へ)。これは，戦争によって，平和産業が圧縮
され，全力を挙げて機械・器具生産に向けられ
たからである O
日本資本主義のこの二つの点の指摘をもって，
私の講義の最後の所とし，これで結びたい。
即ち，日本の場合，産業循環が戦争循環とから
みあっていることが，特徴の一つ。
それから，今一つ。最後の段階において，日
本は初めて，日本資本主義の生産の構造が，第
I部門の優越一職工数で表わしたがーしてきて
いることが，明瞭に現れてくること O
日本資本主義の生産の構造は，戦争が強力的
に押し進めてきて，この段階で初めて本格的な
ものとなった O
もう戦争は必要でない。このことが皆さんの
世代にかかっている。 (了 )
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